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平成 21 年 2月 19 日 

理事長 間宮 忠敏 

 

日本政府観光局（JNTO）が国際会議誘致・支援事業を 2 月、3 月と相次いで実施 

- 国際会議支援セミナーと国際会議海外キーパーソン招請事業 - 

 

 世界不況や円高によりインバウンド観光に逆風が吹いている現在、直接景気に左右されないと考えら

れている国際会議の誘致への期待が高まっています。日本政府観光局（JNTO)では、2 月末から 3 月上

旬にかけ、国際会議誘致の拡大及び開催の支援を目的として、「国際会議支援セミナー」（3 月 3 日、東

京）及び「国際会議海外キーパーソン招請事業」（2 月 27 日～3 月 5 日）を相次いで実施します。 

 

 国際会議の誘致は、政府が定めた「観光立国推進基本計画」において 2006 年をベースに 5 割増とし、

アジア最大の開催国を目指すとしています。JNTO は、昨年 10 月に発足した観光庁や全国の*国際会議

観光都市と連携を図りながら、これらの事業を通じて、多くの国際会議の誘致や、開催支援に関する具

体的な進展を促進する考えです。 

 

 国際会議支援セミナーは、国際会議の誘致を計画している、或いは今後数年以内に日本で開催する

ことが決まっている国際会議を主催する大学教授、学会や協会関係者等 100 名の出席を見込んでいま

す。セミナーでは、円高や不況の中での開催資金確保の方策についても紹介される予定で、主催者の

不安の解消に繋がると期待されます。また、「国際会議海外キーパーソン招請事業」では、日本での会

議開催を検討している国際学会本部等の有力幹部 9 名を日本に招請し、開催受け入れを希望する国際

会議観光都市の視察や情報交換会を行ないます。 

 

 JNTO では、平成 20 年度に約 70 件の国際会議誘致の成果を挙げており、円高や世界不況が続く 21

年度もこれを上回る国際会議を誘致する計画です。 

 

【お問合せ先】 

取材ご希望の場合は、2 月 24 日（火）までにメール（meetjpn@jnto.go.jp ）もしくはファックス

（03-3216-1978）でご連絡下さいますようお願いいたします。両事業概要は添付資料をご参照下さい。 

担当： コンベンション誘致部 誘致グループ 嶋田（シマダ）、巽（タツミ） Tel: 03-3216-2905 

 

*国際会議観光都市： 「国際会議等の促進及び開催の円滑化等による国際観光の振興に関する法律」（コン

ベンション法）に基づき、国土交通大臣により認定された都市。（現在、51 都市が認定） 

 

日本政府観光局（JNTO）は 2010 年までに訪日外国人旅行者数 1,000 万人を実現します。 

企画部 経営企画グループ 広報担当  

TEL:03-3216-1905   FAX:03-3214-7680 

http://www.jnto.go.jp 



【添付資料】 

 

国際会議支援セミナー 

 

３月３日（火） 

18：00-19：50 講演会  

        ① JNTO の活動と支援について コンベンション誘致部長 小堀 守 

        ② 「国際会議における準備、運営の不安解消について」  

川島アソシエイツ代表 川島 久男氏 

      ③ 参加都市コンベンション推進機関による紹介プレゼンテーション 

    20：00-21：00 懇談会  

場所： 帝国ホテル 

 

講師 川島アソシエイツ代表 川島 久男氏: これまでに 500 件以上の国際会議の誘致・運営に関わる。

また国際 PCO 協会（IAPCO）主催セミナー講師（スイス、シンガポール、バンコク）を歴任。 

 

国際会議海外キーパーソン招請事業 

 

２月２７日（金） 被招請者来日 

２月２８日（土）～３月３日（火） 国際会議観光都市視察旅行に出発 

視察コース＃1  岐阜 1 泊－金沢 2 泊  

視察コース＃2  名古屋 1 泊－金沢 2 泊  

視察コース＃3  松本 1 泊－大阪 2 泊 

視察コース＃4  神戸１泊－大阪 2 泊 

視察コース＃5   千葉 1 泊－大阪 2 泊 

３月４日（水）  

9:30～16:00    国際会議観光都市等との情報交換会 

（国際会議観光都市との事前アポイントメント制による１対１での面談） 

18:30～20:30   レセプション    

場所： ホテルニューオータニ 

３月５日（木）被招請者帰国 

 

被招請者： 英国、米国、ベルギー、韓国の４カ国から、日本での国際会議開催を検討する国際学会本

部等の有力幹部 ９名 


